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 地方では、自家用車の普及や人口減少を受けて、公共交通の
利用者が減少し、交通事業者の経営が悪化している。
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１．地域公共交通の現状と課題

 地域公共交通（路線バス、地域鉄道、離島航路＜フェリー＞
等）に対する国の特別地方交付税の交付額は増加傾向を
辿っている。
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（億円）

地域公共交通に関する特別交付税交付額の推移

（注）地域公共交通（路線バス、地域鉄道、離島航路等）については、地方自治体が支出した補助金の約8割が
国（総務省）の特別地方交付税で補填される。

出所：北海道運輸局令和元年度地域公共交通人材育成研修「地域公共交通の活性化・再生」（2019年9月30日）



 地域公共交通のうち、地域住民の中心的な移動手段となって
いる路線バス事業についても、経営悪化を受けて国庫補助が
増加傾向を辿っている。
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１．地域公共交通の現状と課題
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データ出所：まち・ひと・しごと創生本部「小さな拠点・地域運営組織の形成推進に関する有識者懇談会」第2回会合
国土交通省資料「中山間地域等における地域公共交通の状況について」（2019年10月11日）

＊ 地域公共交通確保維持改善事業のうち地域公共交通確保維持事業の「地域間幹線系統補助」の金額。
パス路線の運行等に係る欠損額の2分の1が路線バス事業者に補助される。
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 経営が悪化した路線バス事業者は、①不採算路線の廃止、
②人件費の削減（運転手の賃金引下げ）、などを通じて、経営
改善に取り組むケースが多い。

 ただ、こうした取組みは限界に達しており、経営改善策の方向
性をコストカット（縮小均衡路線）から増収（拡大均衡路線）に
転じる必要が生じている。
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１．地域公共交通の現状と課題

 路線網の縮小によって利便性が低下すれば、さらなる利用
者の減少を招く可能性がある。

 自動車運転業の有効求人倍率は全職業平均を大きく上回っ
ており、運転手不足の中で賃金カットに動けば、運転手の退
職増・採用難に繋がる。
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平成30年度 （2018年度）
1,306Km

出所：：内閣官房行政改革推進本部事務局「地域の公共交通の確保に向けた支援―地域公共交通確保維持改善事業
（行政レビュー資料）」（2019年11月12日）
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注：民営事業者のみ。

路線バス会社の経費構造
（2019年度）

人件費
57.6%

燃料油脂費
8.6%

車両修繕費
6.3%

車両償却費
6.5%

利子
0.2%

諸経費
20.9%

出所：国土交通省「令和元年度乗合バス事業の収支
状況について」（2020年11月17日）を元に作成



 この間、高齢者の増加を受けて、地方では路線バスの利用者
が下げ止まり傾向に転じているが、事業者は下記のような構
造的な問題を抱えているため、経営は改善していない。
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１．地域公共交通の現状と課題

 国や地方自治体の補助金によって赤字が補填されるため、
経営改善に向けたモチベーションが働きにくい。

 中小企業が多く、経営も悪化しているため、費用の嵩むシス
テム投資を実行できず、経営効率化に向けた取組みが遅れ
ている。
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出所：内閣官房行政改革推進本部事務局「地域の公共交通の確保に向けた支援―地域公共交通確保維持改善事業
（行政レビュー資料）」（2019年11月12日）
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高齢者の運転免許の自主返納件数

出所：：国土交通省「令和2年版交通政策白書」
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出所：国土交通省「数字で見る自動車2020」を元に作成。

路線バス事業者の経営規模
（2019年3月末）

資本金別事業者の構成比率 車両数規模別事業者の構成比率

10両まで
63.6%

30両まで
17.4%

50両まで
5.3%

100両まで
5.7%

200両まで
4.0%

201両以上
4.0%

1,000万円まで
50.7%

3,000万円まで
20.6%

5,000万円まで
10.5%

1億円まで
12.2%

1億円超
3.7%

個人、その他
2.2%

注：資本金別事業者の構成比率は公営企業を含まないが、車両数規模別事業者の
構成比率には公営企業を含む。
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出所：国土交通省「令和2年版交通政策白書」



 こうした事業者の構造的な問題を改善するため、抜本的な経営形
態の見直しが必要となっている。
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１．地域公共交通の現状と課題

 民間事業者の負担軽減を図りつつ、路線を維持する取組みとし
て、地方自治体が施設・車両（船舶）を保有し、交通事業者が運行
を担う「公設民営方式」（上下分離方式）の導入事例もみられる。

 従来型の「補助金による路線維持」は、事業者の経営改善インセ
ンティブに繋がらず、赤字拡大に歯止めが掛かりにくい。

 民間事業者の撤退を受けて、地方自治体の直営（公営交通）に切
り替えても、赤字拡大から路線廃止に至るケースが少なくない。

 路線バス事業については、2020年に独占禁止法特例法が成立
し、競合する民間事業者間での路線・事業の再編統合、共同経営
などが可能となり、既に検討に着手した地域もみられる。



• 地域公共交通の利用者は減少しており、事業者の経営は悪化。

• 路線バスで行われてきた路線廃止や人件費削減の取組みは限
界に達しており、経営改善策の方向性を変えることが必要。

• 高齢化を受けて、地方では路線バスの利用者数に下げ止まり傾
向がみられるが、事業者が構造的な問題を抱えているため、経
営は改善していない。

• 事業者の構造的な問題を改善するため、抜本的な経営形態の見
直し（公設民営方式、路線・事業の統合等）が必要となっている。
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１．地域公共交通の現状と課題

 「地域公共交通の現状と課題」のまとめ

⇒ 本日の第Ⅰ部では、こうした課題への対応において、地域金融
機関の果たす役割について議論の予定。



 地域公共交通については、個別事業者の経営改善にとどまらず、
地域全体の交通需要を踏まえつつ、その地域に最もふさわしい交
通手段の在り方を考えていくことが必要となっている。
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２．地域公共交通を巡る新たな動き

① 交通需要が比較的多い都市近郊では、「MaaS」を活用して、交
通事業の運営コストの圧縮や利用者の増加を図り、事業の黒字
化、または赤字圧縮（地方自治体の補助金圧縮）を目指す。

② 交通需要の少ない中山間地域では、自動運転の導入によって
交通事業の運営コストを圧縮し、赤字の削減（地方自治体によ
る補助額の圧縮）を目指す。

③ 過疎集落では、移動店舗・診療所の導入を通じて、地域住民の
ライフラインの確保を図る。

今回のワークショップでは、主として上記①について議論。



 「MaaS」（Mobility as a Service）とは何か？
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２．地域公共交通を巡る新たな動き

 ICT、GPS、AIを駆使し、スマートフォンの画面上で、交通手段の
経路検索、予約、キャッシュレス決済が一気通貫で可能。

 MaaSは「地域型MaaS」と「観光型MaaS」に分けられる。

① 「地域型MaaS」は、新たな交通手段（オンデマンド交通など）の
導入により、地域住民の利便性向上を目指す取組みが多い。

② 「観光型MaaS」は、既存の交通手段について、チケットのパッ
ケージ販売やキャッシュレス化を図り、観光振興を目指す取組
みが多い。

上記①・②とも地域活性化に役立つものの、今回のワーク
ショップでは、主として上記①について議論。



18出所：国土交通省「令和2年版 交通政策白書」

MaaSの定義



 2018年頃から、MaaS（Mobility as a Service）の実証実験が各地で
開始されているが、参加者の拡がりや事業継続性が十分ではな
いケースが多い。
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２．地域公共交通を巡る新たな動き

 地域型MaaSプロジェクトの規模拡大や採算性向上には、地方自
治体、事業主体（交通事業者など）、地域金融機関など、地域内
のステークホルダーの連携が必要。

 MaaSについては、交通手段の利便性改善にとどまらず、地域活
性化に向けたデータ（移動実績データ、地域消費データ等）の活用
が期待されている。



20

MaaS実証実験プロジェクト（2020年度）

出所：経済産業省ホームページ「新しい地域MaaS創出を推進！令和2年度スマートモビリティチャレンジの実証地域を
選定しました」（2020年7月31日）



• 都市近郊では、地域型MaaS（オンデマンド交通の導入など）を活
用して、運営コストの圧縮や利用者の増加を図り、事業の黒字
化、または赤字圧縮（地方自治体の補助金圧縮）が目指されてい
る。

• 地域型MaaSプロジェクトの規模拡大や採算性向上には、地方自
治体、事業主体（交通事業者など）、地域金融機関など、地域内
のステークホルダーの連携が必要である。

• MaaSについては、交通手段の利便性改善にとどまらず、地域活
性化に向けたデータ活用が期待されている。
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２．地域公共交通を巡る新たな動き

 「地域公共交通を巡る新たな動き」のまとめ

⇒ 本日の第Ⅱ部では、地域公共交通を巡る新たな動きの中で、
地域金融機関の果たす役割などについて議論の予定。


